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略 語 表 

 
APCI Peruvian International Cooperation Agency ペルー国際協力庁 
CENEPRED National Center of Estimation, Prevention and Reduction of Disaster Risk 

国家災害危機防災評価センター 
CEPLAN National Center of Strategic Planning 国家戦略計画策定センター 
CISMID Japan-Peru Center for Earthquake  Engineering and Disaster Mitigation of the National 

University of Engineering 日本･ペルー地震防災センター 
CONAGERD National Council of Disaster Risk Management 国家災害リスク管理評議会 
CONIDA National Committee for Aerospace Research and Development 宇宙研究開発委員会 
DHN Direction of Hydrology and Navigation 水路・航行部 
FIC Facultad de Ingeniería Civil （国立工科大学）土木工学部  
IDB Inter America Development Bank 米州開発銀行 
IGP Instituto Geofísico del Perú 地球物理庁 
INDECI Instituto Nacional de Defenza Civil 市民防衛庁 
INGEMMET Instituto Geológico Minero y Metalúrgico 地質鉱山金属局 
JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 
JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 
JST Japan Science and Technology Agency 独立行政法人 科学技術振興機構 
MEF Ministry of Economy and Finance 経済財政省 
M/M Miniute of Meeting 協議議事録 
MVCS Ministerio de Vivienda, Construcción y Saneamiento 住宅建設衛生省 
NIC National Institute of Culture 文化庁 
ONGEI-PCM Natinao Office of Electronic Government and Infromation 電子政府・情報局 
ONEMI Natioanl Office of Emergency of the Interior Ministry チリ内務省国家緊急対策室   
PCM Presidency of the Cabinet 内閣閣僚評議会 
PO Plan of Operation 実施計画表 
PREDES Disaster Prevention and Study Center 防災研究センター 
R/D Record of Discussion 討議議事録 
SATREPS Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development 

地球規模課題対応 国際科学技術協力 
SENCICO National Service of Training dor the Construction Industry 建設訓練所 
SINAGERD National System of Disaster Risk Management 国家災害リスク管理システム 
UNDP United Nations Development Program 国連開発計画 
UNI Universidad Nacional de Ingeniería 国立工科大学 
URP Ricardo Palma University リカルド・パルマ大学 
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＜地図：研究対象地域＞ 
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調査風景 

INDECI 表敬（8月 9日） CENEPRED 表敬（8月 10 日） 

CENEPRED の参画について先方から提案があ

った。INECI はこれまでの経験・ノウハウ、

州レベルの拠点及びアウトリーチに優位性が

ある。リマ・タクナへの旅費を検証し、全国

的な普及を目指したいとのこと。 

SINAGERD の改善・実施において、プロジェクト

を通じた技術能力開発に期待が示された。ステ

ークホルダー会議での SINAGERD の紹介、JCC へ

のオブザーバー参加、G5の協力機関としての参

加について、CENEPRED・ぺ側メンバー・調査団

で、共通理解を確認した。 

APCI 表敬（8月 10 日） 2007 年ピスコ地震の被災地視察（8月 11 日）

南南協力・三角協力を政策的に推進しており、

プロジェクト成果の普及への積極的な関与に

ついて依頼があり、Mid-term Review Report

に明記することで合意した。 

地震による建物被害の状況は特に見られず、新

しく立てたと思われる建物が見られた。人的被

害の 3割を占めた倒壊した教会には、新しく教

会が建設されていた。沿岸部の幹線道路沿いに

地震被害にあった建物の瓦礫が投棄されてい

た。 



 

iv 

プロジェクト会合（8月 13 日） ステークホルダー会議（8月 15 日） 

日・ぺ双方の研究者と中間レビュー結果を確

認した。各グループの成果の達成状況を確

認・共有した。 

プロジェクト成果の具体的な社会実装のイメ

ージ、SINAGERD による防災体制について、研究

メンバーで確認し、各機関の役割をマトリック

スに取りまとめた。CISMID が積極的に関係機関

をリードしているため、他機関のコミットが今

後の期待・課題となっている。ステークホルダ

ーとの関係拡大により、今後 CISMID の社会的

な地位やマーケットが拡大することが期待で

きる。 

INDECI 夜間避難訓練（8月 15 日） JCC 合同調整委員会（8月 16 日） 

 

9 時にサイレンと共に避難を開始。ショッピ

ングセンターではレジを休止し客を建物から

逃がすなど協力的であった。INDECI の積極的

な取組みが評価できる。効果的な実施のため

に、対策と啓発をセットで訓練することが期

待される。 

CENEPRED の参加を含めた中間レビュー結果に

ついて、JCC メンバーから合意を得られた。APCI

をはじめ署名者が出張等で不在のため、今後ぺ

側で MM 内容を最終確認し署名した文書を取り

付ける。CISMID は JCC メンバーを主体的にリー

ドしているため、IGP 等の一部機関の主体的な

参加による体制の強化が必要とされている。 
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CISMID25 年記念式典（8月 18 日） INDECI 防災関連啓発施設（8月 19 日） 

 

CISMID 技プロ元専門家総括の石山氏、及び

SATREPS 日本側研究者の招待公演が実施さ

れ、これまでの CISMID への日本の協力及び防

災分野の経験・技術が、高く評価された。 

INDECI の Arequipa 事務所に併設された啓発施

設であり、気候変動・防災・環境に関し展示を

行い、わかりやすく視覚的に興味を引く内容と

なっている。過去の地震・津波・火山による被

害や地域の災害リスク、被災直後の対応に関し

て詳しく紹介されていた。今後 INDECI が学校

教育と連携による啓発の推進が期待される。 

タクナ沿岸部視察（8月 20 日） プレス カンファレンス（8月 21日） 

タクナ市内から車で約 1 時間。夏季の行楽シ

ーズンには約 3000 人が沿岸域を利用するも

のの、平野部が広がりサイレンが一部にしか

配置されておらず、鉛直に避難できる建物も

皆無であり、津波への避難対策が必要とされ

ている。 

10 名を超える地元マスメディアが参加し、ペル

ー・タクナにおける防災対策、日本の防災対策

の経験からの助言、日本・ペルー・チリの共同

について、高い関心が寄せられた。 
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合同ワークショップ（8月 22 日） パブリック シンポジウム（8月 22 日） 

約 50 名のペルー・チリ STREPS 関係者、

UNESCO-IOC が参加した。3 か国の地震・津波

の災害ハザード・リスク、技術開発、データ・

システム・技術の共有・共同について発表・

議論した。 

INDECI 及び ONEMI 長官が出席。タクナ大学を中

心に約 150 名が参加した。ペルー・チリの

SATREPS の紹介、南米・日本の地震・津波被害

の状況と対策について、タクナ地域の防災意識

が向上された。パネルディスカッションでは、

3 か国による津波対策の共同の機会・重要性に

ついて議論を取り纏め、今後の SATREPS、研修

事業（受入：建築研究所）による専門家育成等

による JICA が果たす役割について大きな期待

が寄せられた。 
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中間レビュー調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：ペルー共和国 案件名：ペルーにおける地震・津波減災技術の向上プロジェクト 

分野課題：水資源・防災 援助形態：地球規模課題対応国際科学技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（評価時点）：360,000 千円 

協力期間 (R/D): 2010 年 3 月～2015 年 3月 

相手国実施機関： 【研究代表機関】国立工科大学(UNI)日本・ペルー地震防災センター

(CISMID)、 

【参加機関】市民防衛庁(INDECI)、国家災害危機防災評価センター

(CENEPRED)地球物理庁(IGP)、水路・航行局(DHN)、宇宙研究開発委員会

(CONIDA)、災害予防・研究センター（現地 NGO）、文化庁(INC)、住宅・

建設・衛生省(MVCS)、建築訓練所(SENCICO)、電子政府・情報局

(ONGEI-PCM) 

日本側協力機関： 【研究代表機関】千葉大学、【参加機関】東北大学、建築研究所、東京

工業大学、国土技術政策総合研究所、防災科学技術研究所、筑波大学、

東電設計、名古屋大学、横浜国立大学、秋田県立大学、産業技術総合研

究所、立命館大学、 

１-１ 協力の背景と概要 

ペルー国は、日本と同様に環太平洋地震帯に位置する地震・津波多発国であり、これらの災害は

同国の社会・経済開発にとって大きな障害となっている。近年においては、2001 年にペルー南部の

沖合を震源とするマグニチュード 8.4 の地震が発生し、100 人を超える死者と 4万棟を超える建物の

倒壊・大破をもたらした。また、2007 年にもイカ州沖でマグニチュード 8.0 の地震が発生し、500

人を超える死者と 8 万棟を超える建物の倒壊・大破をもたらした。いずれの地震も、ナスカプレー

トが南アメリカプレートの下に沈み込む境界で発生した海溝型地震で、津波による被害や犠牲者も

発生している。海溝型地震は周期性を持って繰り返し発生することから、今後も同様の地震・津波

が発生することは確実であり、将来の地震・津波被害リスクを評価し、被害軽減のための具体的な

対策を講じることが求められている。 

JICA は、1986 年から 1991 年に実施した「日本・ペルー地震防災センタープロジェクト」によっ

て、日本・ペルー地震防災センター（以下、CISMID）の設立に協力した。以来、CISMID は、JICA 及

び日本の大学・研究機関と 20年以上の長きにわたって、協力・交流を続けており、過去の日本の技

術協力及び日本への留学等によって育成された人材が CISMID の中核的な役割を担ってきた。構築さ

れたこれら基盤を基に、研究活動の実施・促進、及び成果の社会的な還元・普及を行うことが必要

とされている。 

本プロジェクトは、ペルーで災害リスクの高い地震及び津波分野の技術開発を対象として、研究

者の人材育成、行政機関との連携体制の構築、社会実装をはかるため、2010 年 1月 15 日の R/D 署名

を経て、2010 年 3月から開始された。 
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１-２ 協力内容 

（１） プロジェクト目標：ペルー沿岸の海溝型巨大地震による地震・津波被害の予測・軽減に資

する技術と施策が開発・策定される。 

（２） アウトプット 

1. ペルー国に最も甚大な被害を及ぼし得る海溝型巨大地震のシナリオが設定される。 

2. 調査対象地域の地理情報が整備される。 

3. シナリオ地震による調査対象地域の津波被害が予測され、減災に役立つ技術が開発される。

4. シナリオ地震による調査対象地域の地震動・地盤変状が予測される。 

5. シナリオ地震による調査対象地域の地震被害が予測され、減災に役立つ技術が開発される。

6. ペルーの建物特性に適応した耐震診断・補強技術が開発される。 

7. 調査対象地域における地震・津波防災への取組みが促進される。 

 

１-３ 投入実績（評価時点） 

日本側： 

専門家派遣： 長期専門家（業務調整）1 名、在外短期研究員派遣（チーフ・アドバイザー、地

理情報システム、リモートセンシング、震源モデリング、地震マイクロゾーニン

グ、地質調査、地震被害予測、津波シミュレーション、津波被害予測、構造実験・

分析、耐震補強技術、土地利用計画、減災計画、防災教育等の各分野専門家）、

合計 22 名（11M/M）（2012 年 8月 11 日まで） 

短期研究員受入： 本邦研修 6 名：合計 30M/M、出張ベース 27 人：合計 7.2M/M（2012 年 7 月末

まで） 

供与機材： 地震計、微動計、自動制御静的加力システム、データロガー、洪水試験機、衛星

画像、GPS 測量機、津波解析用ソフトウェア、分光放射計等。 

現地調達： 合計 130,928 米ドル相当、 

本邦調達： 合計 82,431,329 円相当（2012 年 7月末まで） 

現地再委託： 調査用ボーリング 1件 

プロジェクト現地経費：合計 21,458,439 円（2012 年 7月末まで） 

 

相手国側： 

【国立工科大学】 

カウンターパート配置：プロジェクトディレィター1名 

 

【日本・ペルー地震防災センターによる投入】 

施設：両州 DRVS 内に家具付きのプロジェクトオフィスを配備 

カウンターパート配置： プロジェクトマネージャー1名。研究者・技術者の傭上、 

学生への謝金 

合計 S/. 5,415,000 ヌエボソル相当（2012 年 8月末まで） 

機材維持管理経費： 本邦供与機材、C/P 所有の研究機材 合計 S/. 945,000 ヌエボソル

（2012 年 8 月まで） 
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２. 評価調査団の概要 

調査者 (担当分野 ： 氏 名  職位） 

団長 ： 宮本 秀夫 JICA 地球環境部水資源防災グループ 参事役 

協力企画 ： 築添 恵 JICA 地球環境部水資源・防災グループ 

    防災第二課 職員 

評価分析 ： 羽地 朝新 株式会社日本開発サービス コンサルタント 

科学技術評価 ： 藤井 敏嗣 JST 地球規模課題対応国際科学技術協力事業 

    研究主幹 

科学技術評価 ： 月岡 康一 JST 地球規模課題国際協力室 主任調査官 

通訳 ： 大滝 節子 財団法人日本国際協力センター 西語通訳 

---------------------------------------------------------------------- 

（ペルー側評価委員） 

Ms. Rosa L. Herrera Costa： Responsible for China, Korea and Japan, Direction of 

Management and International Negotiations, 

International Cooperation Agency of Peru (APCI) 

調査期間 2012 年 7月 30 日～2012 年 8月 16 日 評価の種類：中間レビュー 

３. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

（１）アウトプットの達成状況 

アウトプット 1：ペルー国に最も甚大な被害を及ぼし得る海溝型巨大地震のシナリオが設定される。

歴史上に発生した地震を調査し、ペルー沖で起こり得る海溝型地震の特徴を整理した。1974 年の

ペルー中部地震及び1968年のペルー南部地震の２つの巨大地震を被害想定のシナリオ地震に選定し

た。歴史上に発生した津波データを既存の資料から調査し、2001 年カマラでの地震津波及び 2008

年ピスコ地震による津波の被害特性を整理した。上記 4つの地震（1968 年、1974 年、2001 年、2008

年）の震源モデルを作成した。 

震源モデルを用いた予備的な地震動予測・津波予測による調査対象地域に最も大きな地震・津波

被害を及ぼし得る海溝型巨大地震シナリオの検討は、今後、上記で作成した震源モデルを用いて実

施する。 

 

アウトプット 2：調査対象地域の地理情報が整備される。 

リマ首都圏を対象とした数値表層モデル（DMS）を作成した。タクナにおける DMS は ALOS/PRISM

及び ASTER の衛星画像を用いて作成している。 

高さを含む建物インベントリーは、高分解能観測技術衛星画像と国家統計データを用いて実施し

ている。 

 

アウトプット 3：シナリオ地震による調査対象地域の津波被害が予測され、減災に役立つ技術が開

発される。 

陸上地形データをアウトプット 2で収集した。既存のデータの補完として、海底地形調査をリマ・

カジャオ沖で 2012 年に実施予定である。 
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建物及びインフラの津波脆弱性評価は、2012 年にリマ、カジャオ、タクナの対象地域で実施予定

である。津波伝播・遡上シミュレーションをリマ及びカジャオで実施した。2001 年ペルー南部地震、

2010 年チリ・マウレ地震、2011 年東日本大震災をベースとして、津波被害関数を設定した。 

リマ、カジャオのハザードマップ作成に係る調査を実施し、暫定津波ハザードマップを DHN、UNMSM、

IGP、CISMID が作成した。 

リマ、カジャオの津波日安計画のガイドライン作成に係る調査を実施し、INDECI が必要な情報を

収集している。 

 

アウトプット 4：シナリオ地震による調査対象地域の地震動・地盤変状が予測される 

リマ、ピスコ、タクナにおいて、微動観測を実施した。リマ首都圏にセンサー10 個を含む地震計

ネットワークを設置し、2011 年から観測を実施している。 

リマの地盤データを GIS へ取り込み、表層地盤分類を実施した。リマ、ピスコの深部及び表層地

盤のモデル化を実施している。地質モデルを検証するためのボーリング試験は、準備中である。作

成したモデルに基づき、強震動シミュレーションを選定した地震シナリオで実施している。 

急斜面における地震リスクアセスメントを実施するため、微動観測を実施した。地震動観測及び

数値解析を実施している。 

 

アウトプット 5：シナリオ地震による調査対象地域の地震被害が予測され、減災に役立つ技術が開

発される。 

被害統計データ及び研究室での実験により、地震動による建物の被害関数を開発している。 

地震後の迅速な被害把握を実施するため、2007 年のピスコ地震の建物被害状況を理性画像を用い

て評価し、現地踏査で検証した。リマ、タクナの現地踏査で、スペクトロメーターを用いて被害把

握手法の標準データを収集した。 

 

アウトプット 6：ペルーの建物特性に適応した耐震診断・補強技術が開発される。  

構造試験結果のデータベースを作成し、材料試験を実施している。耐震診断、構造健全性モニタ

リング、耐震補強技術の研究の対象とする代表的な建物を 2 つ選定した。リアルタイムで観測する

振動センサーを設置し、データベースの検証を実施している。 

2012 年及び 2013 年にリマ、カジャオの歴史的な建物の脆弱性を特定するため、現地踏査を実施す

る予定。2012 年より、コンクリート壁、煉瓦造、及びそれらの数値解析の構造試験を実施する予定。

 

アウトプット 7：調査対象地域における地震・津波防災への取組みが促進される。  

CENEPRED、INDECI、住宅省等の調整の下で、CISMID 及び他の研究メンバーは、リマ市役所及びタ

クナ市役所へ土地利用計画、地域減災計画を提案する予定。 

地震津波減災技術を普及するためのシンポジウム及びワークショップを、研究者・関係機関を集

めて開催した。マスメディアやペルー国会を通じた一般市民向けの啓発活動が、プロジェクトメン

バーによって頻繁に実施された。 
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（２）プロジェクト目標達成状況 

現時点までに各研究グループで計画されていた活動は概ね達成されており、プロジェクト後半で

は、各アウトプットの成果を仕上げると共に、プロジェクト目標である技術・施策として全体を取

り纏め社会実装の受け皿となるペルー側関係機関への情報提供を進める。2013 年 3 月には、リマ市

役所に対して被害想定に関する情報提供及びプロジェクト成果の共有を予定しており、地震・津波

の具体的な減災対策に繋がる提案内容の検討を進める予定である。 

 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、ペルーのニーズや優先度、日本の支援戦略、課題に貢献する手段としての適

切性の点からの妥当性は高い。1535 年以来、大地震が 43 回、津波が 117 回発生しており、ペルー沿

岸部は地震津波のリスクが高く、災害リスク管理の改善は国家戦略の一つに挙げられている。2011

年に採択された災害リスク管理の国家システム（SINAGERD）では、これまでの応急対応中心の対応

から、被害軽減、復旧・復興にも重きを置いた体制構築を掲げている。日本政府の対ペルー国別援

助計画でも、災害被害軽減は重点課題に挙げられており、同分野で経験が豊富な日本の技術を移転

することの妥当性が高い。 

（２）有効性 

マスタープランにおける成果・活動・技術移転内容は十分に構成され、グループ 1 から 5 の研究

項目は、プロジェクトの円滑な実施へ適切に構成されている。詳細計画策定調査の段階で、プロジ

ェクト目標・成果に対する指標が定められていなかったため、本調査中にマスタープラン及び Plan 

of Operation(PO)の改定案を作成し、指標について日本・ペルー双方で協議し合意した。プロジェ

クト後半では、グループごと及び全体での成果のまとめが必要である。 

（３）効率性 

活動は計画通り実施され成果に関わる遅延はない。ボーリング調査は当初計画より遅れているが、

調査結果の検証を目的としていたため中間段階での成果の遅延はなく、自治体の許可等の対応が終

わり 2012 年度内に実施が確定している。科学技術協力案件では、事前評価時に研究計画を具体化す

ることが難しいため、中間レビューでは時間スケールによる比較が困難なため研究計画（マスター

プラン、PO）の改定を行った。プロジェクト後半では POを確認・改定を通じて効率的にインプット・

アウトプットを実施する必要がある。 

（４）インパクト 

上位目標の達成見込み及び波及効果の点から、インパクトに関しての評価・分析は時期尚早であ

った。今後の見通しとしては、ペルー国で地震・津波被害に脆弱な住民は約 1390 万人おり、研究対

象地域及び成果の全国的な普及による裨益は大きい。また、プロジェクトでの協同・成果の活動に

より、SINAGERD の改善・推進、関係機関の能力強化が期待できる。 

（５）自立発展性 

組織面は、SINAGERD に基づく INDECI、CENPRED の適切な関与が期待できる。2012 年 8 月下旬に

CISMID が CENEPRED と協定を結ぶ予定がある。また、2012 年に CISMID の政府予算確保により、PREDES

等の NGO との連携による地域・住民レベルでの成果の普及も期待できる。 

財政面は、2012 年に経済・財政省より CISMID へ予算が配賦された。今後も SINAGERD への貢献が
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評価基準となるため、関連する活動への予算配賦が期待できる。 

技術面は、技術移転はペルー側若手研究者の人材育成を含めた能力に一致した内容で実施されて

おり、機材等の維持管理も十分に実施されている。 

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

• プロジェクト開始後の 2011 年に新たな法律として災害リスク管理の国家システム

（SINAGERD）が採択され、ペルー国政府の方針としてこれまでの応急対応中心の対応から、

被害軽減、復旧・復興にも重きを置いた体制構築に重点を置いたことから、プロジェクトの

妥当性が向上した。 

• 2012 年には、CISMID が国家予算を確保したことから、ペルー側研究活動が資金面で強化され

ると共に、本予算によりペルー国政府から求められる社会実装への対応に、プロジェクトの

成果が活用されることが期待でき、自立発展性が向上した。 

• 実施体制の強化として、SINAGERD に基づき INDECI、CENPRED が各々の役割に応じた参画体制

が整理された。CISMID は CENEPRED を重要機関として、2012 年 8 月下旬に協定を締結する準

備を進めてきたことから、中間段階でプロジェクトへの参画や成果の方向性に関する方針が

円滑に決定できた。 

• 短期研究員として来日した CISMID 及び DHN の若手研究者が、本邦で習得した技術を用いて帰

国後の対象地域で具体的な研究活動を進めたことが、プロジェクトの効率的な運営に貢献し

た。DHN はリマ、カジャオの被害想定が避難計画へ活用されるなど、具体的な社会実装の成

果が出ている。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

• ボーリング調査や地震計の設置等において、活動場所での許認可が難航した。 

 

３-５ 結論 

プロジェクトの活動は着実に進捗しており、ペルー側のカウンターパートへの技術移転も積極的

に実施されてきたことが確認できた。2011 年 5 月に制定された「SINAGERD（国家災害リスク管理シ

ステム）」による防災関係機関・システムの再編に伴い、INDECI から CENEPRED（国家災害危機防災

評価センター）へリスク評価・予防・減災・復興分野の所管が分割されたが、今回、CENEPRED がプ

ロジェクト参画機関として JCC で承認され、G5 における土地利用計画、地域減災計画において共同

で取り組む体制が構築された。 

妥当性、有効性は高いとの評価結果になった。インパクト、自立発展性は終了時に高いレベルに

達することが見込まれている。効率性は定性的な評価としては成果の達成に遅延なく活動が実施さ

れていることが確認でき、作成した PO に基づき今後も進捗の確認を行い、終了時に定量的な評価を

行う。 

科学技術協力スキームは、我が国と相手国の研究機関による国際共同研究により、相手国の直面

する課題解決へ取り組む能力を強化するものであり、研究成果を具現化すること（「社会実装」）が

求められていることから、本調査では、評価 5 項目に「社会実装」への取組みにかかる視点（主に

自立発展性の視点）を組み込んだ。社会実装は CISMID を中心にステークホルダーの調整、行政機関
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との協力関係の強化が精力的に進められていることが確認できた。今後は、行政機関の受け皿とし

て必要な能力に関して、行政機関側が環境を整備すると共に日本側研究者からの技術提供を積極的

に習得することが期待される。 

以上のような結果に基づき、中間レビュー調査団はプロジェクト期間後半に必要なアクションに

ついて、以下のような提言を作成した。 

 

３-６ 提言 

(1) プロジェクトマネージメントは、設定した PO に基づきプロジェクトの成果・スケジュールを管

理する。 

(2) ペルー側実施体制の構成は、ステークホルダー会議で作成した「Stakeholders Activity Matrix 

for SATREPS Project（Mid-term Review Report の Annex 11）」を改訂し、参画機関の役割を明

確化するとともにコミットメントを促す。今回は、①INDECHI の G2（津波避難体制の構築）の活

動追加、②G5 へ CENEPRED の新規参加、③INGEMET の新規参加（G1 陸上地震動データ、G2津波堆

積物データ）と、具体的な参画機関の変更を行ったため、今後もフォローする。 

(3) ペルー側プロジェクト予算の確保は、2012 年に CISMID が政府予算を獲得できた。2013 年以降も

ペルー側は引き続き申請する予定のため、予算審査を実施する経済財政省への働きかけとして、

SINAGERD の推進に寄与する計画の策定、妥当性・必要性の提示を行うことが必要。 

(4) 成果の普及について、APCI は、①南南協力、三角協力等の独自のスキームによる他国への技術

移転、②他ドナーの類似プロジェクトの調整、③国内外での対話においてプロジェクトの成果や

防災分野の科学技術の重要性を発信する。JICA は、ペルー国及び他国で実施する類似プロジェ

クトとの連携を図る。 

(5) プロジェクト活動に必要な手続きに関する留意事項として、ボーリング調査では調査サイトの許

可の取付けに難航したことから、今後のプロジェクト許可申請が必要な場合には、プロジェクト

の必要性についてペルー側行政関係者から理解を取付け、協力体制を強化する。 

 

3-7 教訓 

ペルー側関係機関の高いイニシアティブにより、ステークホルダーの役割が整理され、ぺ国防災

政策への研究成果の導入に向けた提案がなされたことは、社会実装を行う上で必要な体制整備が促

進された。 

特に、ステークホルダー会議を開催し、ペルー側研究者が研究成果の社会実装に向けた方向性に

関して発表するとともに、各関係機関の役割を明確化するためのマトリックスを整理したことは、

ステークホルダーの特定及び認識の共有に役立った。今回の活動は、他の案件の中間レビュー調査

に加えて、詳細計画策定調査時の研究計画策定や体制構築においても、活用できる。 

 

以上
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第1章 中間レビュー調査の概要 

1-1 調査団派遣の目的 

（科学技術協力）ペルーにおける地震・津波減災技術の向上プロジェクトは、2009 年 8 月に詳細

計画策定調査が行われ、2010 年 1 月に R/D の締結に至り、2010 年 3 月より開始された。協力期間は

5 年間であり、その中間時点として、以下を目的として中間レビュー調査が行われた。 

(1) 「新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）」に基づき、マスタープランの達成度について、

評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、中間段階にある

プロジェクトのレビューを行う。 

(2) プロジェクトの残り期間における対応について提言をまとめる。 

(3) プロジェクトの指標について、関係者間での共通認識を得る。 

(4) 中間レビューの結果、提言及び指標等の内容をレビューレポートに取りまとめ、ペ側関係者と協

議を行い、合意形成した上で、ミニッツ署名により確認する。 
 
上記目的に基づく一連の調査・協議の結果、8 月 16 日の合同調整委員会（JCC）において、カウン

ターパート機関と Mid-Term Review Report の内容について合意し、責任機関及び実施機関との署名に

至った（別添１参照）。 

1-2 中間レビュー調査団の構成と調査日程 

表  1-1 団員リスト 

氏名 分野 所属 調査期間 

宮本 秀夫 
 
築添 恵 
 
羽地 朝新 
 
藤井 敏嗣 
 
 
月岡 康一 
 
 
大滝 節子 

総括 
 
調査計画 
 
評価分析 
 
科学技術評価 
 
 
科学技術評価 
 
 
通訳 

JICA 地球環境部 水資源・防災グループ 参事役 
 
JICA 地球環境部 防災第一課 企画役 
 
株式会社日本開発サービス 
 
地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム 
研究主幹 
 
独立行政法人 科学技術振興機構（JST） 
地球規模課題国際協力室 主任調査員 
 
財団法人日本国際協力センター 

8/8-8/16 
 

8/8-8/16 
 

7/29-8/16 
 

8/8-8/16 
 
 

8/8-8/16 
 
 

7/30-8/16 
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表  1-2 現地調査日程 

日付 曜日 スケジュール 調査地域 宿泊 
7 月 29 日 日 JICA 評価コンサルタント、ペルー到着   
7 月 30 日 月 10:00 JICA 事務所打合せ 

15:00 UNI-CISMID 表敬 
JICA 日本人通訳、ペルー到着 

リマ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
リマ 

リマ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
リマ 

7 月 31 日 火 10:00 CENEPRED 訪問（インタビュー等） 
  12:00 CONIDA 訪問（インタビュー等） 
8 月 1 日 水 12:00 IGP 訪問（インタビュー等） 
  15:00 MVCS 訪問（インタビュー等） 
8 月 2 日 木 12:00 IDB 打合せ（ＴＶ会議）（インタビュー等） 

15:00 Munic. De Lima 訪問（インタビュー等） 
17:00 INDECI 訪問（インタビュー等） 

8 月 3 日 金 10:00 Munic. La Molina 訪問（インタビュー等） 
12:00 APCI 訪問（インタビュー等） 
16.00 CENEPRED 訪問（インタビュー等） 

8 月 4 日 土 報告書作成 
8 月 5 日 日 報告書作成 
8 月 6 日 月 9:30 PREDES 訪問（インタビュー等） 
  11:00 UNDP 訪問（インタビュー等） 
  UNESCO 打合せ（インタビュー等） 
  15:00 INGEMMET 訪問（インタビュー等） 
8 月 7 日 火 14:00 Callao 地震計 現地視察 
  15:00 DHN 訪問（インタビュー等） 
8 月 8 日 水 報告書作成 

JICA, JST 評価調査団、ペルー到着 
8 月 9 日 木 10:00 JICA 事務所打合せ 

12:00 CENEPRED 表敬 
15:00 APCI 表敬 
17:00 INDECI 表敬 

8 月 10 日 金 午前 CISMID 打合せ 
午後 在ペルー日本大使館表敬 

8 月 11 日 土 08:00 Pisco 現地視察 
8 月 12 日 日 午前 JICA・JST 団内打合せ 

午後 JICA 団員 報告書作成 
日本側研究者、ペルー到着 

8 月 13 日 月 10:30-17:30 中間レビューに関するプロジェクト会合
@ CISMID 

8 月 14 日 火 午前・午後 研究者による研究グループ打合せ 
＠CISMID 

未定 地方自治体への訪問 
（インタビュー、プロジェクトへの協力依頼） 

8 月 15 日 水 10:00-12:30 ステークホルダー会議 @ JICA 
14:00-17:00 プロジェクト会合（協議事項の整理） 

8 月 16 日 木 10:00-12:30 中間レビューに関するプロジェクト会合
@ CISMID 

14:00-15:30 JCC 合同調整委員会、中間レビュー調査の

結果に関する方針決定 
15:30-16:30 ミニッツ最終修正作業 

8 月 17 日 金 14:00 CISMID25 周年記念シンポジウム@ CISMID 
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8 月 18 日 土 20:00 CISMID25 周年記念式典 @ Swiss Hotel 
8 月 19 日 日 移動 リマ → アレキパ  

16:00 INDECI 防災教育施設の視察 
アレキパ アレキパ 

8 月 20 日 月 午前 INDECI 活動地域の視察 
移動 アレキパ → タクナ 
15:00 Boca del Rio 視察（過去の津波被災地） 

アレキパ 
/タクナ 

タクナ 

8 月 21 日 火 日本・ペルー・チリ合同 地震・津波減災シンポジウム 
10:00-13:10 研究者会合＠Hotel El Meson 
15:00-19:00 公開シンポジウム 

@ Tacna Private University 
8 月 22 日 水 移動 タクナ → リマ 

14:30 JICA 事務所報告 
帰国 リマ発 

リマ  

 

1-3 評価方法と評価５項目 

（1） 実施状況の確認 
以下の点を確認するとともに、表  1-3 の観点から実績及び実施プロセスを検証した。 

 日本側とペルー側の投入実績の確認 
 目標、成果の達成状況の確認 
 各活動項目の達成状況の確認 
 暫定実施計画（PO: Plan of Operation）の進捗を確認 

 

表  1-3 プロジェクト実施状況を確認するための視点 

項目 視点 

実績の検証 
 投入は計画通り実施されたか 
 アウトプットは計画通り産出されたか 
 プロジェクト目標は達成されるか 

実施プロセスの

検証 

 活動は計画通りに実施されたか 
 技術移転の方法に問題はなかったか 
 プロジェクトのマネジメント体制（モニタリング、プロジェクト内コミュ

ニケーションなど） 
 実施機関や C/P のプロジェクトに対する認識は高いか 
 実施過程で生じている問題や、効果発現に影響を与えた要因は何か 

 
（2） 達成状況を確認するための評価の視点：「5 項目による評価」 

評価調査に必要な評価設問の設定を行い、評価 5 項目（注：1991 年に経済協力開発機構（OECD）

の開発援助委員会（DAC）で提唱された、開発援助事業の評価基準）ごとに表  1-4 の観点から評

価を実施した。 
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表  1-4 評価５項目における各項目と視点 

項目 視点 

妥当性 

プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標）が、評価を実施する時

点において妥当か（受益者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策と

して適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・

アプローチは妥当か等）を問う。 

有効性 
プロジェクトの実施により、本当に受益者若しくは社会への便益がもたらされ

ているか（あるいは、もたらされるのか）を問う。 

効率性 
プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか

（あるいは、されるか）を問う。 

インパクト 
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果を

みる。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

自立発展性 
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあるかを

問う。 
 

評価 5 項目ごとの評価設問をもとに、評価デザインとして「評価グリッド」（別添資料２）を作

成し、現地調査で関係者へのインタビュー及び各分野の評価・分析並びにプロジェクトの総合的

な評価を行い、Mid-term Review Report（案）を作成した。 

そして、合同調整委員会（JCC）において関係者に対し説明、事実関係および判断の適切性に

関し意見交換を行う。右結果を、最終的に Mid-term Review Report（別添資料１）として取りまと

め、内容について合意が得られれば、関係者間での署名を行った。 

（3） 評価上の対処方針 
以下対処方針に基づき、調査を実施した。 

ア． 新 JICA 事業評価ガイドラインに基づく評価視点 

新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）に沿って、評価 5 項目（妥当性、有効性、効

率性、インパクト、自立発展性）について、プロジェクトの現状・実績等に基づき検証する。

その際、プロジェクト目標・各成果の達成状況については、事前評価表作成時及び今回定めた

指標に基づきレビューする。なお、SATREPS の目的である「社会実装」についても、各項目に

おいて評価を行う。「社会実装」にかかる評価視点は以下のとおり。 

また、現地での聞き取り調査、関係機関との協議を踏まえ、以下について確認する。 

イ． 社会実装の見通しの確認・提言 

科学技術協力は、我が国と相手国の研究機関による国際共同研究により、相手国の直面する

課題解決へ取り組む能力を強化するものであり、研究成果を具現化すること（「社会実装」）が

求められている。今次調査では、評価 5 項目に「社会実装」への取組みにかかる視点（主に自

立発展性の視点）を組み込むこととするが、中間時点であり具体的な成果が出ていないことも

想定されるため、今回は今後の見通し、取組み、及び課題（予算措置、法改正）等を中心に調

査、評価を行う。 
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 ペルーにおける地震・津波災害の対策の現状・課題に対して、本件の研究内容が有効な解

決手段となることを再確認（ニーズへの合致、社会実装の際の費用対効果等の妥当性）し、

「社会実装」により得られる定性・定量的成果の見込みを確認する。 
 本研究成果を具現化する際のペ側での必要事項・関係機関等について調査、確認するとと

もに、同結果に基づき、プロジェクトに対し今後の対応（プロジェクト期間内におけるロ

ードマップ検討等）につき提言する。なお、具体的確認事項は以下の通り。 
＊ ペ側関係機関（省庁、自治体、コミュニティ等）の確認と連携方法 
＊ 法制度（成果を実践するために必要な関連法、乃至法改正の必要性等） 
＊ 成果の実践に必要な予算概算額、及び資金源の見込み（政府予算、ドナー等） 
＊ その他、想定される課題、問題点等 

 なお、必要に応じ、ぺ側関係機関との調整が付けばステークホルダー会議へのオブザーバ

ー参加を依頼する。 
 評価 5 項目に「社会実装」の視点を組み込むことにより、プロジェクト関係者に対し、

SATREPS の目的が「研究」を通じた社会還元であることを再認識せしめる。 
 現在、防災対策を実施している機関（INDECI：市民防衛庁）から、プロジェクト成果の「社

会実装」にかかる問題点、課題、必要な手続き等を聴取する。また、右に基づきプロジェ

クトにて対応すべき事項について、関係者間で確認・共有する。 

ウ． 研究内容・成果の取り纏め 

SATREPS のスキーム上の都合により、詳細計画調査時には詳細な活動内容・スケジュール、

成果等についての確認・合意を行っていない（大まかな内容にて合意）ため、今次調査の機会

を利用して、関係者間にて右事項の妥当性を確認するとともに、今後の活動方針・詳細内容に

ついて合意する。 

 日本側・ペ側メンバーに対するヒアリング・協議、及び評価結果等を通じ、活動の進捗、

課題、今後のスケジュール、研究対象地域（リマ首都圏及びタクナ市）での活動の進捗、

及び軌道修正が必要となる場合には、その内容について関係者間で合意する。 
 プロジェクトで作成する成果物（ガイドライン、モデル、データベース等）の完成時のイ

メージ（内容・構成など）、及びグループ間で成果を共有する活動について進捗・成果の内

容を、日本側・ペ側メンバー全体で共有する。 
 グループ５の成果物である土地利用施策及び地域減災計画は、「社会実装」を行うための計

画案となるため、日本側・ペ側メンバー及びペ側関係機関と進め方を協議する。 
 啓発・普及活動に効果的なコンテンツの開発方法を協議し、今後の活動スケジュールを決

定する（ペ側のニーズを確認し、地震、津波、耐震、地すべり分野の成果の活用方法及び

普及のための施策を検討する） 
 成果物の期間内の完成に向け、Plan of Operation をさらにブレイクダウンした今後の活動ス

ケジュールを決定する。 
 斜面災害に対する危険度評価の活動については、成果４のシナリオ地震による調査対象地

域の地震動・地盤変状の予測に関する社会実装のために不可欠であることをプロジェクト

関係者間で確認済みである。詳細計画策定調査の際は、具体的な研究計画が明確でなかっ

たためプロジェクトのマスタープランに記載していなかったが、活動 4-6 として追加する
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ことをミニッツにて合意する。 

エ． プロジェクトの実施体制及び自立発展性の見通しの確認・提言 

 ペ側メンバーの活動促進として、研究活動経費及び国内旅費の確保が重要である。プロジ

ェクト開始時から政府に申請していた予算が、今年 8 月から配布されるものの、2013 年 1
月以降は予算が確定していないことが判明した。プロジェクト実施に必要な予算確保につ

いて、ぺ側（ペ側評価委員には、援助窓口である国際協力庁も参加）に申し入れ、ミニッ

ツにも記載する。 
 一般的に、防災対策は日々変化する気候・地理・社会状況に応じた改善が必須である。よ

って、プロジェクト終了後も、ぺ側研究機関が研究成果の改善を継続することの重要性に

ついて申し入れるとともに、プロジェクト終了後の計画（予算源・可能性、及び拡大計画

等）について確認する。なお、ぺ側研究機関である CISMID は南米随一の地震研究センタ

ーであり、他南米諸国との連携方法と他南米 JICA 案件との連携方法等についても、相乗

効果確保の視点にて協議する。 

オ． 評価指標に関する共通認識の確立 

本プロジェクトのプロジェクト目標達成のための指標及び各成果達成のための指標は、事前

評価表作成時に設定したため、ペ側と正式に合意文書にて確認をしていない。 

本調査における情報収集、聞取り調査等の結果を踏まえ、評価指標（案）を提案し協議を通

じて双方の関係者が合意する評価指標を設定し、ミニッツにて確認する。 

カ． 地球規模課題対応国際科学技術協力の制度に関する課題の確認 

現地調査で、日本側ペ側関係者へのヒアリングや協議結果を踏まえて、制度及び評価手法に

関する課題を抽出し、制度の全体改善に向け JICA 内関係部署、及び JST と共有する。 

1-4 科学技術的観点からの JST の評価方法 

JICA の中間レビューに加えて、JST により以下評価項目及び基準からの評価が行われた。 

表  1-5 地球規模課題対応国際科学技術協力に関する JST 評価項目及び基準 

評価項目 主な視点（案） 備考 
プロジェクト（研

究課題）のねらい 
 地球規模課題解決に資する重要性 
 科学技術・学術上の独創性・新規性 

研究内容に変更あれ

ば、中間評価で実施 
国際共同研究目標

の達成 
 プロジェクト期間中の成果目標の達成度と成果内容 中間評価・終了時評価

で実績に基づき評価。

国際共同研究（活

動）の運営体制 
 研究運営体制 
 研究費管理 
 コンプライアンス 

中間評価・終了時評価

で評価。 
 

科学技術の発展と

今後の展望 
 地球規模課題並び相手国側への科学技術向上への貢

献 
 知的財産、論文・学会発表等（投稿先、引用数）、

成果品等 
 科学技術的成果の重要性（国内外の類似研究との質

的比較） 
 日本における科学技術の今後の展開・発展性 

終了時評価・追跡評価

で評価。中間評価では

見込みを含め評価。 
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 日本の研究手法・制度・規格の普及など日本の科学

技術がもたらした影響・効果 
 日本人人材の育成（若手、グロバール化対応） 

成果の活用・普及

持続的研究活動等

への貢献 

 人的交流の構築（留学生、研修、若手の育成） 
 相手国側研究機関あるいは研究者の自立性・自主性 
 社会実装、政策等への反映 
 成果を基とした研究・利用活動の持続的発展 

終了時評価・追跡評価

で評価。中間評価では

見込みを含め評価。 

 
なお、中間評価における JST の具体的な評価の視点は以下のとおり。 

（1） 国際共同研究の進捗状況について 
 当初の研究計画から見た進捗状況や達成度等はどうか 
 新たな方向性や方針変更等、当初計画では想定されていなかった新たな展開が生じたか 
 成果の科学的・技術的インパクト、国内外の類似研究と比較したレベルや重要度はどうか

（質的な視点から） 
（2） 国際共同研究の運営体制について 

 研究チームの体制・遂行状況や研究代表者のリーダーシップは適当か 
 研究費の執行状況は効率的・効果的か（各グループの研究費は有効に執行されているか、

購入機器は有効に活用されているか等） 
 コンプライアンスに基づいた国際共同研究が実施されているか 

（3） 科学技術の発展と今後の研究について 
 今後の研究の進め方は適当か（研究の方向性、相手国との協力状況、研究実施体制、研究

費） 
 今後見込まれる成果について（地球規模課題並び相手国側への科学技術向上への貢献、日

本における科学技術の今後の展開・発展性、日本の研究手法・制度・規格の普及など日本

の科学技術がもたらした影響・効果、成果の社会的なインパクトの見通しを含む） 
 日本人人材の育成を実施しているか（日本人若手研究人材の育成、グローバル化に対応し

た日本人人材の育成 等） 
（4） 持続的研究活動等への貢献の見込みについて 

 人的交流の構築がどのように見込まれるか（日本の若手研究人材育成、相手国側研究機関

あるいは研究者の自立性・自主性） 
 成果を基とした研究・利用活動が持続的に発展していく見込みがあるか（政策等への反映、

4 成果物の利用など） 
（5） 総合評価（上記の全項目を勘案し評価） 

Ｓ．所期の計画を超えた取組みが行われている 
Ａ．所期の計画と同等の取組みが行われている【Ａ＋、Ａ、Ａ－、を付けることがある】 
Ｂ．所期の計画以下の取組みであるが、一部で当初計画と同等又はそれ以上の取組みもみられる 
Ｃ．総じて所期の計画以下の取組みである 
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第2章 プロジェクトの概要 

2-1 プロジェクトの背景 

ペルー国は、日本と同様に環太平洋地震帯に位置する地震・津波多発国であり、これらの災害は同

国の社会・経済開発にとって大きな障害となっている。近年においては、2001 年 6 月 23 日にペルー

南部の沿岸部を震源とするマグニチュード 8.4 の地震が発生し、100 人を超える死者と 4 万棟を超え

る建物の倒壊・大破をもたらした。また、2007 年 8 月 15 日にもペルー中部（イカ州ピスコ沖）でマ

グニチュード 8.0 の地震が発生し、500 人を超える死者と 8 万棟を超える建物の倒壊・大破をもたら

した。中でも特に、アドベと呼ばれる日干しレンガの組積造住宅に住んでいた貧しい住民が、大きな

被害を受けた。いずれの地震も、ナスカプレートが南アメリカプレートの下に沈み込む境界で発生し

た海溝型地震で、津波による被害や犠牲者も発生している。海溝型地震は周期性を持って繰り返し発

生することから、今後も同様の地震・津波が発生することは確実であり、将来の地震・津波被害リス

クを的確に予測し、被害軽減のための具体的な対策を講じることが求められている。 

かかる背景において、「地球規模課題対応国際科学技術協力」の制度の下、かつて我が国の協力に

よって設立され、現在では南米随一の地震研究センターへと発展した日本・ペルー地震防災センター

（CISMID）を代表機関として、地震・津波による災害リスクの予測と被害軽減に係る技術の研究・

開発を行うことを目的とし、2010 年 1 月 15 日に署名された R/D に基づき、実施するものである。協

力期間は、2010 年 3 月から 2015 年 3 月までに 5 年間であり、約 2 年半経過した本年 8 月に中間レビ

ュー調査を行う。 

2-2 プロジェクトの概要 

（1） プロジェクト目標及び指標・目標値 
ペルー沿岸の海溝型巨大地震による地震・津波被害の予測・軽減に資する技術と施策が開発・

策定される。 

指標：１．ペルー沿岸の海溝型巨大地震による地震・津波被害の予測・軽減に資する技術・施策

の数及び内容 
２．提案された地震・津波防災の観点からの土地利用施策 
３．提案された他の研究コンポーネントの成果を反映した地域減災計画 

 
（2） 成果、活動 

成果、活動について、事前評価にて表  2-1 のとおり指標を設定した。中間レビュー調査では、

これらを関係者との協議を通じて検討及び合意形成を行う。 
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表  2-1 成果・活動及び想定される指標・目標値 

担当 
グループ 成果、活動、指標 

Ｇ１ 
Ｇ２ 

成果 1：ペルー国に最も甚大な被害を及ぼし得る海溝型巨大地震のシナリオが設定さ

れる。 
活動： 1-1. 過去の地震災害履歴を検証し、ペルー沿岸で発生する海溝型地震の特性を

把握する。 
 1-2. 過去の津波災害履歴を検証し、ペルー沿岸で発生する津波の特性を把握す

る。 
 1-3. ペルー沿岸で発生する海溝型地震の特性に適した震源モデルを作成する。

 1-4. 震源モデルを用いて予備的な地震動予測・津波予測を行い、調査対象地域

に最も大きな地震・津波被害を及ぼし得る海溝型巨大地震シナリオを検討

する。 
指標： 1-1. 調査対象地域に最大規模の被害をもたらし得る地震シナリオが、協力期間

の３年次終了までに設定できる。 
Ｇ４ 成果 2：調査対象地域の地理情報が整備される。 

活動： 2-1. 衛星画像から調査対象地域のデジタル標高モデル（DSM）を作成する。

 2-2. 衛星画像を用いて調査対象地域の広域土地利用区分図、及び市街地につい

ては建物区分図を作成する。 
指標： 2-1. 協力期間の３年次終了までに、デジタル標高モデルを津波遡上シミュレー

ション、及び地震動・地盤変状シミュレーションに利用できるようになる。

 2-2. 協力期間の３年次終了までに、広域土地利用区分図、及び市街地の建物区

分図を、津波被害予測、及び地震動・地盤変状被害予測に利用できるよう

になる。 
Ｇ２ 成果 3：シナリオ地震による調査対象地域の津波被害が予測され、減災に役立つ技術

が開発される。 
活動： 3-1. 調査対象地域沿岸の海底地形データを整備する。 
 3-2. 調査対象地域にある建物、インフラの津波に対する脆弱性を評価する。 
 3-3. 海溝型巨大地震シナリオに対する津波伝播・遡上シミュレーションを行

い、津波被害予測を行う。 
 3-4. 調査対象地域の津波ハザードマップを作成する。 
 3-5. 緊急避難施設の設計指針を作成する。 
指標： 3-1. 協力期間の終了までに、津波ハザードマップによって、津波危険地域の情

報、及び避難・減災行動に有用な情報が提供される。 
 3-2. 協力期間の終了までに、減災に役立つ技術のひとつとして緊急避難施設の

設計指針が作成され、津波発生時の緊急避難施設に求められる構造力学

的、及び社会的な要件が明らかになる。 
Ｇ１ 成果 4：シナリオ地震による調査対象地域の地震動・地盤変状が予測される。 

活動： 4-1. 調査対象地域において微動観測を行う。 
 4-2. 調査対象地域において地震観測網を構築し、強震観測を行う。 
 4-3. 調査対象地域の既存地質データを収集するとともに、補足的にボーリング

調査を実施する。 
 4-4. 調査対象地域の深部および表層地盤のモデル化を行う。 
 4-5. 海溝型巨大地震シナリオによる地震動及び地盤変状のシミュレーション

を行う。 
 4-6. 斜面災害に対する危険度評価を行う。 
指標： 4-1. 協力期間の４年次終了までに、地震動・地盤変状シミュレーションの結果

が、成果 5 における地震被害予測に利用できるようになる。 
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Ｇ４ 成果 5：シナリオ地震による調査対象地域の地震被害が予測され、減災に役立つ技術

が開発される。 
活動： 5-1. 海溝型巨大地震シナリオによる調査対象地域の地震被害予測を行う。 
 5-2. 衛星画像を用いた地震・津波被害を迅速に把握するための技術開発を行

う。 
指標： 5-1. 協力期間の終了までに、各サイトの地盤特性・建物特性に応じて予測され

る地震被害が、被害の程度ごとに分類して地図上に表される。 
 5-2. 協力期間の４年次終了までに、減災に役立つ技術のひとつとして、災害後

の応急対応に役立つ被害情報が迅速に提供できるようになる。 
Ｇ３ 成果 6：ペルーの建物特性に適応した耐震診断・補強技術が開発される。 

活動： 6-1. 建築物の構造実験・材料実験データを収集・整理し、データベースを作成

する。 
 6-2. ペルーで普及している建物構造種別に応じた耐震診断技術、及び耐震補強

技術を開発する。 
 6-3. 調査対象地域内で地震災害リスクの高い歴史的建造物を特定する。 
 6-4. 開発された耐震補強技術の効果を構造実験及び数値解析により検証する。

指標： 6-1. 協力期間の終了までに、現地の技術水準に適した耐震診断技術が利用可能

になる。 
 6-2. 協力期間の終了までに、現地の技術水準及び建設費の水準に適した耐震補

強技術が利用可能になる。 
Ｇ５ 成果 7：調査対象地域における地震・津波防災への取組みが促進される。 

活動： 7-1. 地震・津波被害の軽減を目的とした土地利用施策を検討する。 
 7-2. 調査対象地域の地域減災計画を作成する。 
 7-3. 防災関係機関及び地域社会に対する地震・津波防災の啓発・普及活動を実

施する。 
指標： 7-1. 協力期間の終了までに、現地の法令・規制に適合した地震・津波防災の観

点からの土地利用施策が、調査対象地域の自治体に提案される。 
 7-2. 協力期間の終了までに、現地の法令・規制に適合し、他の研究コンポーネ

ントの成果を反映した地域減災計画が、調査対象地域の自治体に提案され

る。 
 
（3） 実施体制 

協力機関については、現時点で確定したものではなく、プロジェクト実施中に協力を求めるべ

き機関の見直しを行い、協力取付けのための働きかけを行っていく。CISMID は、これら協力機

関の参加・協力を確保すべく、協力協定の締結、協力要請・承諾の書簡の交換などを行う。ペル

ー側行政機関及び NGO に関し、組織の主な業務内容は、表  2-2 のとおり。 

ペルー側 
メンバー59 名 

研究代表機関：国立工科大学(UNI)日本・ペルー地震防災センター(CISMID)、
参加機関：市民防衛庁(INDECI)、地球物理庁(IGP)、水路・航行局(DHN)、宇宙

研究開発委員会(CONIDA)、災害予防・研究センター（現地 NGO）、文化庁(INC)、
住宅・建設・衛生省(MVCS)、建築訓練所(SENCICO)、リカルド・パルマ大学

(URP)、電子政府・情報局(ONGEI-PCM)、調査対象地域の自治体  

日本側 
メンバー42 名 

研究代表機関：千葉大学 
参加機関：東北大学、建築研究所、東京工業大学、国土技術政策総合研究所、

防災科学技術研究所、筑波大学、東電設計、名古屋大学、横浜国立大学、秋田

県立大学、産業技術総合研究所、立命館大学、 
長期専門家：業務調整 1 名 
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表  2-2 関係機関の主な業務内容 

INDECI 災害リスク管理国家政策や国家計画の中で、災害に対する準備、災害後の対応、

復旧について助言・提案する。INDECI は被災地における対応、復旧活動の実施、

調整機関である。 
IGP IGP の地震学局は、地震、地震地質調査、地震工学、火山学、津波、地震・津波

ハザード、誘発地震などの分野の研究を促進、実施、体系化、監督する。 

DHN 1970 年ペルー政府の太平洋津波警戒システム（PTWS）参加以降、全国津波警戒

システムを管理している。海洋部、水文部、ジオマティック、海図部が、津波遡

上の衛星画像分析、モデリング、マッピング、沿岸部海底地形図に関する活動に

参加している。 

COCIDA 科学応用宇宙技術局（DICAE）は宇宙科学と応用天文物理の研究・開発、プロジ

ェクトを開発・実施するためのリモートセンシング、国益と国際公約に基づく調

査を所管する。特にジオマティック局（DIGEO）はリモートセンシング技術を担

当する。 

PREDES 防災意識、災害リスク管理に関わる調査・研究を行う。災害リスクを予防・軽減

するための技術開発や政策の提言、災害リスク管理のための助言、技術支援を行

う NGO. 

文化省 国の文化の発展と文化遺産の保護、保存、普及、研究に関わる政策・戦略の開発

と実施を担当する。 

MVCS 国家都市開発局は、土地利用計画と都市開発の設計と提言；開発のモニタリング

と都市開発管理に関わる計画と手段の提言；土地利用計画と都市開発に関わる政

策手段の提言と評価を行う。 
SENCICO この組織の研究・基準部は「国家建築規制（RNE）」の建築基準の開発と非従来

型の建設システムの承認に関わる評価を所管する。専門技術委員会は RNE に関す

る提言の草案作成を担当する。草案は公的諮問に付された後、MVCS によって承

認される。 

ONGEI－PCM 電子政府は市民へのサービス・情報を提供し、行政の効率向上、公的部門の透明

性向上、市民参加の向上を図る。 

市役所 国家災害リスク政策に従い、市が管轄する災害リスク管理システムのプロセスを

形成、実施、監督、モニタリングする。土地利用政策、都市開発を実施する。 

 
本プロジェクトでは、5 つの研究グループをする。研究グループ構成は表  2-3 のとおり。 
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表  2-3 研究グループ及びメンバーリスト（下線はグループ代表者） 

1. Seismic motion and geotechnical group (responsible for Output 1 and 4) 
Zenon Aguilar (CISMID) 
Jorge Alva (CISMID)  
Fernando Lazares (CISMID) 
Diana Calderón (CISMID) 
Silvia Alarcon (CISMID) 
Selene Quispe (CISMID) 
Rocio Uriarte (CISMID) 
Armando Sifuentes (CISMID) 
David Luna (CISMID) 
Ronald Woodman (IGP) 
Hernando Tavera (IGP) 
David Portugal (IGP)  
Leonidas Ocola (UNMSM) 

Shoichi Nakai (Chiba University) 
Toru Sekiguchi (Chiba University) 
Hiroaki Yamanaka (Tokyo Institute of Technology) 
Hiroshi Arai (Building Research Institute) 
Nelson Pulido (National Research Institute for Earth 
Science and Disaster Prevention) 
Shin Koyama (Building Research Institute) 

2. Tsunami group (responsible for Output 1 and 3) 
Javier Gaviola (DHN) 
Julio Kuroiwa (UNI) 
Miguel Estrada (CISMID) 
Cesar Jimenez (DHN) 
Mario Guerrero (DHN) 
Atilio Aste (DHN) 
Ceci Rodriguez (DHN) 
Nabilt Moggiano (DHN) 
Sheila Yauri (IGP) 

Shunichi Koshimura (Tohoku University) 
Yushiro Fujii (Building Research Institute)  
Manabu Shoji (Tsukuba University) 
Yuji Yagi (Tsukuba University) 
Hideaki Yanagisawa (Tohoku Gakuin University) 
Eric Mas(Tohoku University) 

3. Building group (responsible for Output 6) 
Carlos Zavala (CISMID) 
Javier Pique (UNI) 
Hugo Scaletti (CISMID) 
Rafael Torres (CISMID) 
Patricia Gibu (CISMID) 
Gabriela Silva (MCultuta) 
Maria Eugenia Cordova (MCultura) 
Maria del Carmen Corrales (Lima Metropolitan 
Municipality) 
Ricardo Proaño (CISMID) 
Luis Moya (CISMID) 
Cesar Fajardo (CISMID) 
Roy Reyna (CISMID) 
Jenny Taira (CISMID) 
Lourdes Cardenas (CISMID) 
Lucio Estacio (CISMID) 
Carmen Kuroiwa (MVCS/SENCICO) 
Gabriela Esparza (MVCS/SENCICO) 
Dina Cotrado (UPT) 
Luis Lavado (CISMID) 

Taiki Saito (Building Research Institute) 
Masaomi Teshigawara (Nagoya University) 
Koichi Kusunoki (Yokohama National University) 
Carlos Cuadra (Akita Prefectural University) 
Shunsuke Sugano (Building Research Institute; BRI) 
Hiroshi Fukuyama (BRI) 
Hiroto Kato (BRI) 
Tomohisa Mukai (BRI) 
Toshikazu Kabeyasawa(BRI) 
Masanori Tani (BRI) 
Haruhiko Suwada (National Institute for Land and 
Infrastructure Management) 
Lourdes Cardenas (Nikken Sekkei) 
 
 

4. Damage assessment group (responsible for Output 2 and 5) 
Miguel Estrada (CISMID) 
Jorge Pacheco (CONIDA) 
Miguel Miranda (CONIDA) 
Carmen Villon (CONIDA) 
Jorge Morales (CISMID) 

Saburo Midorikawa (Tokyo Institute of Technology) 
Hiroyuki Miura (Tokyo Institute of Technology) 
Masashi Matsuoka (National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology) 
Yoshihisa Maruyama (Chiba University) 
 

5. Disaster mitigation plan group (responsible for Output 7) 
Alberto Bisbal (INDECI) Fumio Yamazaki (Chiba University) 
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Aurelio Padilla (CISMID) 
Francisco Rios (CISMID) 
Jose Sato (PREDES) 
Luis Tagle (MVCS) 
Carmen Kuroiwa (SENCICO) 
Victoria Ramos (CISMID) 

Miki Muraki (Chiba University) 
Hideki Kaji (Tokyo Institute of Technology) 
Hidehiko Kanegae (Ritsumeikan University) 
Osamu Murao (Tsukuba University) 
Hitoshi Taniguchi (Ritsumaikan University) 

 
（4） ターゲットグループ 

 直接裨益対象者：プロジェクト活動に参加するペ側共同研究メンバー 
国立工科大学（UNI）日本・ペルー地震防災センター（CISMID）、市民防衛庁（INDECI）、
地球物理庁（IGP）、水路・航行局（DHN）、宇宙研究開発委員会（CONIDA）、災害予防・

研究センター（現地 NGO）、文化庁（INC）、住宅・建設・衛生省（MVCS）、建築訓練所

（SENCICO）、リカルド・パルマ大学（URP）、電子政府・情報局（ONGEI-PCM）、調査対

象地域の自治体 
 間接裨益対象者： 

ア． プロジェクトで地域減災計画の策定対象となる調査対象地域を管轄する地方自治体の

関係職員 
イ． プロジェクトで地域減災計画を策定する調査対象地域の住民 

 
（5） 調査対象地域 

調査対象地域は、リマ首都圏、及びタクナ（Tacna）市であり、リマ首都圏については各グルー

プでより詳細な調査・研究を実施している。 
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第3章 プロジェクトの実績 

3-1 投入 

日本側： 
専門家派遣：  長期専門家（業務調整）1 名、在外短期研究員派遣（チーフ・アドバイザー、

地理情報システム、リモートセンシング、震源モデリング、地震マイクロゾー

ニング、地質調査、地震被害予測、津波シミュレーション、津波被害予測、構

造実験・分析、耐震補強技術、土地利用計画、減災計画、防災教育等の各分野

専門家）、合計 22 名（11M/M）（2012 年 8 月 11 日まで） 

短期研究員受入：  本邦研修 6 名：合計 30M/M、 

出張ベース 27 人：合計 7.2M/M（2012 年 7 月末まで） 

供与機材：  地震計、微動計、自動制御静的加力システム、データロガー、洪水試験機、衛

星画像、GPS 測量機、津波解析用ソフトウェア、分光放射計等。現地調達：合

計 130,928 米ドル相当、本邦調達：合計 82,431,329 円相当（2012 年 7 月末まで）

現地再委託：  調査用ボーリング 1 件 

プロジェクト現地経費： 合計 21,458,439 円（2012 年 7 月末まで） 
 
相手国側： 
【国立工科大学】 

カウンターパート配置：プロジェクトディレィクター1 名 

【日本・ペルー地震防災センターによる投入】 

施設：両州 DRVS 内に家具付きのプロジェクトオフィスを配備 

カウンターパート配置： プロジェクトマネージャー1 名。研究者・技術者の傭上、学生への謝金 

 合計 S/. 5,415,000 ヌエボソル相当（2012 年 8 月末まで） 

機材維持管理経費： 本邦供与機材、C/P 所有の研究機材 合計 S/. 945,000 ヌエボソル 

（2012 年 8 月まで） 
 

3-2 アウトプットの達成状況 

アウトプット 1：ペルー国に最も甚大な被害を及ぼし得る海溝型巨大地震のシナリオが設定される。 

歴史上に発生した地震を調査し、ペルー沖で起こり得る海溝型地震の特徴を整理した。1974 年の

ペルー中部地震及び 1968 年のペルー南部地震の２つの巨大地震を被害想定のシナリオ地震に選定し

た。歴史上に発生した津波データを既存の資料から調査し、2001 年カマラでの地震津波及び 2008 年

ピスコ地震による津波の被害特性を整理した。上記 4 つの地震（1968 年、1974 年、2001 年 2008 年）

の震源モデルを作成した。 

震源モデルを用いた予備的な地震動予測・津波予測による調査対象地域に最も大きな地震・津波被

害を及ぼし得る海溝型巨大地震シナリオの検討は、今後、上記で作成した震源モデルを用いて実施す

る。 
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アウトプット 2：調査対象地域の地理情報が整備される。 

リマ首都圏を対象とした数値表層モデル（DMS）を作成した。タクナにおける DMS は ALOS/PRISM
及び ASTER の衛星画像を用いて作成している。 

高さを含む建物インベントリーは、高分解能観測技術衛星画像と国家統計データを用いて実施して

いる。 

アウトプット 3：シナリオ地震による調査対象地域の津波被害が予測され、減災に役立つ技術が開発

される。 

陸上地形データをアウトプット 2 で収集した。既存のデータの補完として、海底地形調査をリマ・

カジャオ沖で 2012 年に実施予定である。 

建物及びインフラの津波脆弱性評価は、2012 年にリマ、カジャオ、タクナの対象地域で実施予定

である。津波伝播・遡上シミュレーションをリマ及びカジャオで実施した。2001 年ペルー南部地震、

2010 年チリ・マウレ地震、2011 年東日本大震災をベースとして、津波被害関数を設定した。 

リマ、カジャオのハザードマップ作成に係る調査を実施し、暫定津波ハザードマップを DHN、

UNMSM、IGP、CISMID が作成した。 

リマ、カジャオの津波日安計画のガイドライン作成に係る調査を実施し、INDECI が必要な情報を

収集している。 

アウトプット 4：シナリオ地震による調査対象地域の地震動・地盤変状が予測される。 

リマ、ピスコ、タクナにおいて、微動観測を実施した。リマ首都圏にセンサー10 個を含む地震計

ネットワークを設置し、2011 年から観測を実施している。 

リマの地盤データを GIS へ取り込み、表層地盤分類を実施した。リマ、ピスコの深部及び表層地

盤のモデル化を実施している。地質モデルを検証するためのボーリング試験は、準備中である。作成

したモデルに基づき、強震動シミュレーションを選定した地震シナリオで実施している。 

急斜面における地震リスクアセスメントを実施するため、微動観測を実施した。地震動観測及び数

値解析を実施している。 

アウトプット 5：シナリオ地震による調査対象地域の地震被害が予測され、減災に役立つ技術が開発

される。 

被害統計データ及び研究室での実験により、地震動による建物の被害関数を開発している。 

地震後の迅速な被害把握を実施するため、2007 年のピスコ地震の建物被害状況を理性画像を用い

て評価し、現地踏査で検証した。リマ、タクナの現地踏査で、スペクトロメーターを用いて被害把握

手法の標準データを収集した。 

アウトプット 6：ペルーの建物特性に適応した耐震診断・補強技術が開発される。 

構造試験結果のデータベースを作成し、材料試験を実施している。耐震診断、構造健全性モニタリ

ング、耐震補強技術の研究の対象とする代表的な建物を 2 つ選定した。リアルタイムで観測する振動

センサーを設置し、データベースの検証を実施している。 
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2012 年及び 2013 年にリマ、カジャオの歴史的な建物の脆弱性を特定するため、現地踏査を実施す

る予定。2012 年より、コンクリート壁、煉瓦造、及びそれらの数値解析の構造試験を実施する予定。 

アウトプット 7：調査対象地域における地震・津波防災への取組みが促進される。 

CENEPRED、INDECI、住宅省等の調整の下で、CISMID 及び他の研究メンバーは、リマ市役所及

びタクナ市役所へ土地利用計画、地域減災計画を提案する予定。 

地震津波減災技術を普及するためのシンポジウム及びワークショップを、研究者・関係機関を集め

て開催した。マスメディアやペルー国会を通じた一般市民向けの啓発活動が、プロジェクトメンバー

によって頻繁に実施された。 

3-3 プロジェクト目標の達成度 

現時点までに各研究グループで計画されていた活動は概ね達成されており、プロジェクト後半では、

各アウトプットの成果を仕上げると共に、プロジェクト目標である技術・施策として全体を取り纏め

社会実装の受け皿となるペルー側関係機関への情報提供を進める。2013 年 3 月には、リマ市役所に

対して被害想定に関する情報提供及びプロジェクト成果の共有を予定しており、地震・津波の具体的

な減災対策に繋がる提案内容の検討を進める予定である。 
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第4章 評価５項目による評価結果 

4-1 妥当性 

本プロジェクトは、ペルーのニーズや優先度、日本の支援戦略、課題に貢献する手段としての適切

性の点からの妥当性は高い。1535 年以来、大地震が 43 回、津波が 117 回発生しており、ペルー沿岸

部は地震津波のリスクが高く、災害リスク管理の改善は国家戦略の一つに挙げられている。2011 年

に採択された災害リスク管理の国家システム（SINAGERD）では、これまでの応急対応中心の対応

から、被害軽減、復旧・復興にも重きを置いた体制構築を掲げている。日本政府の対ペルー国別援助

計画でも、災害被害軽減は重点課題に挙げられており、同分野で経験が豊富な日本の技術を移転する

ことの妥当性が高い。 

4-2 有効性 

マスタープランにおける成果・活動・技術移転内容は十分に構成され、グループ１から 5 の研究項

目は、プロジェクトの円滑な実施へ適切に構成されている。詳細計画策定調査の段階で、プロジェク

ト目標・成果に対する指標が定められていなかったため、本調査中にマスタープラン及び Plan of 
Operation（PO）の改定案を作成し、指標について日本・ペルー双方で協議し合意した。プロジェク

ト後半では、グループごと及び全体での成果のまとめが必要である。 

4-3 効率性 

活動は計画通り実施され成果に関わる遅延はない。ボーリング調査は当初計画より遅れているが、

調査結果の検証を目的としていたため中間段階での成果の遅延はなく、自治体の許可等の対応が終わ

り 2012 年度内に実施が確定している。科学技術協力案件では、事前評価時に研究計画を具体化する

ことが難しいため、中間レビューでは時間スケールによる比較が困難なため研究計画（マスタープラ

ン、PO）の改定を行った。プロジェクト後半では PO を確認・改定を通じて効率的にインプット・

アウトプットを実施する必要がある。 

4-4 インパクト 

上位目標の達成見込み及び波及効果の点から、インパクトに関しての評価・分析は時期尚早であっ

た。今後の見通しとしては、ペルー国で地震・津波被害に脆弱な住民は約 1390 万人おり、研究対象

地域及び成果の全国的な普及による裨益は大きい。また、プロジェクトでの協同・成果の活動により、

SINAGERD の改善・推進、関係機関の能力強化が期待できる。 

4-5 自立発展性 

組織面は、SINAGERD に基づく INDECI、CENPRED の適切な関与が期待できる。2012 年 8 月下旬

に CISMID が CENEPREDと協定を結ぶ予定がある。また、2012年に CISMID の政府予算確保により、

PREDES 等の NGO との連携による地域・住民レベルでの成果の普及も期待できる。 

財政面は、2012 年に経済・財政省より CISMID へ予算が配賦された。今後も SINAGERD への貢献

が評価基準となるため、関連する活動への予算配賦が期待できる。 
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技術面は、技術移転はペルー側若手研究者の人材育成を含めた能力に一致した内容で実施されてお

り、機材等の維持管理も十分に実施されている。 

4-6 結論 

プロジェクトの活動は着実に進捗しており、ペルー側のカウンターパートへの技術移転も積極的に

実施されてきたことが確認できた。2011 年 5 月に制定された「SINAGERD（国家災害リスク管理シ

ステム）」による防災関係機関・システムの再編に伴い、INDECI から CENEPRED（国家災害危機防

災評価センター）へリスク評価・予防・減災・復興分野の所管が分割されたが、今回、CENEPRED
がプロジェクト参画機関として JCC で承認され、G5 における土地利用計画、地域減災計画において

共同で取り組む体制が構築された。 

加えて、実施体制の基盤構築としてステークホルダー会議を開催し、ペルー側研究代表により研究

成果の社会実装に向けた方向性が提示されるとともに、各研究関係機関の役割を明確化するために、

研究開発の実施者と研究成果のユーザーとして社会実装を担う機関を整理したマトリックスを作成

し、Mid-term Review Report へも添付し関係者で認識を共有した。 

妥当性、有効性は高いとの評価結果になった。インパクト、自立発展性は終了時に高いレベルに達

することが見込まれている。効率性は定性的な評価としては成果の達成に遅延なく活動が実施されて

いることが確認でき、作成したPOに基づき今後も進捗の確認を行い、終了時に定量的な評価を行う。 

科学技術協力スキームは、我が国と相手国の研究機関による国際共同研究により、相手国の直面す

る課題解決へ取り組む能力を強化するものであり、研究成果を具現化すること（「社会実装」）が求め

られていることから、本調査では、評価 5 項目に「社会実装」への取組みにかかる視点（主に自立発

展性の視点）を組み込んだ。社会実装は CISMID を中心にステークホルダーの調整、行政機関との協

力関係の強化が精力的に進められていることが確認できた。今後は、行政機関の受け皿として必要な

能力に関して、行政機関側が環境を整備すると共に日本側研究者からの技術提供を積極的に習得する

ことが期待される。 
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第5章 科学技術的観点からの評価 

JST は現地中間レビュー調査への参加及び JST 国内領域別委員会を通じ、以下のとおり評価した。 

5-1 評価結果 

総合評価 （Ａ： 所期の計画と同等の取組みが行われている） 

実用的な地震動災害軽減を目指し、初期の計画に沿って順調に研究が進められている。衛星画像等

の空間情報を活用して、地震･津波の被害を検出する研究では、新しい視点が拓ける可能性がある。

また、社会実装に向けてすでに関係行政機関との連携強化のために積極的に活動している。 

本プロジェクトは、実用性を重視したプロジェクトであり、さらに現在は個別の基盤的調査研究の

段階でもあることから、論文発表を主体とした研究業績としては必ずしも十分とは言えないが、現在、

査読中や印刷中の論文が多いことから、それらの公開が待たれる。また、今後の調査研究の進展が具

体的業績につながることも期待したい。 

ペルー側の人材育成については、文科省の国費留学生３名が採用となるなど、若手研究者の育成に

向けた取り組みが評価できる。日本側では、30 歳～40 歳の有能な中堅研究者が活躍し、さらに学生

を含む若手研究者が現地調査に同行していることから、次世代の国際共同研究の礎となることが期待

される。一方、グローバルに活躍できる研究者の育成という観点からは、若手研究者の主体的研究業

績につながる方策が望まれる。 

現在は、個別の研究課題に取り組み、順調に進捗しているが、今後は、それぞれの成果を国レベル

の政策へ反映させる段階に入ってくる。本プロジェクトでは、関係行政機関が JCC（合同調整委員会）

に参加していることから、今後の急速な進展が期待できる。また、自治体レベルでは、津波避難など

の面で、すでに研究者との交流も見られる。 

アウトリーチ活動としては、ペルーの社会・住民への情報提供をめざして、ペルー南部のタクナ市

などで公開シンポジウムが開催された。2012 年度末に首都リマ市で開催予定の公開シンポジウムな

ども活用しつつ、防災意識啓発、防災・減災対策の向上といった観点からの取り組みを更に強化する

ことで、研究成果の社会還元が促進されるものと期待される。 

ペルーと隣国チリは、共に地震・津波災害の頻発に悩まされてきたが、歴史的事情もあり、両国が

連携した防災活動は未だ十分ではなかった。その中で、2009 年のチリ地震津波災害時に、本プロジ

ェクトの研究者がチリの研究者と連携して現地調査を行ったことを機に、両国の連携強化が図られた

ことは評価される。その後、2011 年度からは、チリでも新たな SATREPS プロジェクトが始まったこ

とから、両国の国境近くにあるタクナ市で、我が国を含む３国が連携して合同シンポジウムが開催さ

れた。これらの活動をさらに発展させることで、南米における地震津波防災研究の更なる強化につな

がり、他地域への波及効果も期待できる。 

これらの進捗状況を鑑み、研究計画は適切であり、その計画が着実に実施されていると評価する。 

なお、本プロジェクトは当初からコンパクトにまとめあげられた計画であるが、何らかの新しい方
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向性も望みたい所である。また、今後も社会の防災力向上を目指した成果の取りまとめと、それらの

実社会への確実な実装が期待される。 

5-2 国際共同研究の進捗状況について 

本プロジェクトが目指す実用的地震動災害軽減という見地から、全体として各グループともほぼ計

画通りに、各々の目標達成に向けた活動を推進している。特に、工学的要素を重視した観点からは順

調に進捗していると判断される。ペルー側にとっても、工学的な観点からのペルー地域、南米地域で

の独自性のある成果が期待できる。 

新規性に関しては、空間情報グループの活動を通して新しい視点が開けていく可能性が大きく、さ

らに東日本大震災を踏まえた教訓の活用への期待もある。 

なお、今後は、技術的観点から、単なるオーソドックスな手法の適用を超えて、先端的地震防災研

究という見地からも重要と思える成果への展望を開くことが期待される。 

5-3 国際共同研究の実施体制について 

ペルー国政府では、防災についての取組み体制が見直されたところであるが、体制の強化と経費の

確保という観点から、本プロジェクトの推進にとって望ましいものであり、研究内容・計画において、

新たな展開や方針変更が必要になるものではない。一方、ペルーの地震科学を担っている IGP（地球

物理学研究所）との連携は必ずしも十分とはいえず、今後、関係の改善が望まれる。 

研究推進方策については、頻繁に日本とペルーの間で研究集会を行うとともに、人材交流、機関間

での共同研究が行われている。新聞報道やテレビ放送が現地において多数回行われており、透明性は

高いと言える。 

研究費は、地震計の設置、コンピュータ等解析装置の導入、人工衛星画像の購入など、相手側も含

めて効果的に活用されている。 

5-4 科学技術の発展と今後の研究について 

地震による災害の減災という観点で研究が進められており、今後見込まれる成果は地震国ペルーに

とっては非常に有益なものとなる。ペルー国内で地震防災研究の全国展開を図る上ではモデル的な研

究となりうる。現状では日本の研究を開発途上国に技術移転したという段階であるが、相手国の技術

開発への貢献は極めて大きいと考えられる。とくに、日本の地震観測、津波シミュレーション、防災

情報の先進的な側面をペルーの実務に反映できると期待される。 

本プロジェクトの成果を、沈み込み帯の一つのバリエーションとして今後の日本の地震津波防災の

研究に役立てることが可能であり、そのためには IGP の積極的参加を含め理学的側面の強化が望ま

れるところである。また、東日本大震災の経験を通して得られた、新しい観点からの検討も期待され

る。 

衛星データの利用に関しては、単に対象域に限定せずに、ペルー全域への展開を視野に入れた相手

側による展開を促すような施策が望まれる。この意味では、我が国の衛星「だいち」による画像デー

タの活用、および後継衛星のデータの活用が検討されるべきである。 
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5-5 持続的研究活動等への貢献の見込みについて 

研究者の交流は、相手国研究代表機関 UNI（ペルー国立工科大学）､CISMID（日本・ペルー地震防

災センター）を中心に活発に行われており、この中でペルー側の研究者の自主性及び自立性の向上が

見られる。とくに、ペルー政府からの CISMID への財政支援が強化され、人的ネットワークの形成を

通した持続的研究交流への展望が大きく開けてきている。今後は IGP 等へと範囲を広げた展開が期

待される。 

5-6 今後の研究に向けての要改善点および要望事項 

ペルーの地震科学を担っている IGP の積極的参加を促すためには、例えば JCC を通して地震計の

展開を呼びかけるなどの方策が考えられる。 

政策への反映という観点からは、具体的な地域防災計画への貢献に向けた活動の強化が望まれる。

この点を含め、残りの２年間で当初の計画を超えた成果につながるような意欲的展開を期待したい。

また、東日本大震災の教訓を、今後のペルーでの地震・津波防災において活かす方策の検討も望まれ

る。 
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第6章 提言と今後に向けた留意点 

6-1 提言 

中間レビュー調査団は上記評価結果を踏まえて、プロジェクト期間後半に必要なアクションについ

て、以下のような提言を中間レビュー報告者へ取り纏めた。 

 プロジェクトマネージメントは、設定した PO に基づきプロジェクトの成果・スケジュールを

管理する。 
 ペルー側実施体制の構成は、ステークホルダー会議で作成した「Stakeholders Activity Matrix for 

SATREPS Project（Mid-term Review Report の Annex 11）」を改訂し、参画機関の役割を明確化

するとともにコミットメントを促す。今回は、①INDECHI の G2（津波避難体制の構築）の活

動追加、②G5 へ CENEPRED の新規参加、③INGEMET の新規参加（G1 陸上地震動データ、

G2 津波堆積物データ）と、具体的な参画機関の変更を行ったため、今後もフォローする。 
 ペルー側プロジェクト予算の確保は、2012 年に CISMID が政府予算を獲得できた。2013 年以

降もペルー側は引き続き申請する予定のため、予算審査を実施する経済財政省への働きかけと

して、SINAGERD の推進に寄与する計画の策定、妥当性・必要性の提示を行うことが必要。 
 成果の普及について、APCI は、①南南協力、三角協力等の独自のスキームによる他国への技

術移転、②他ドナーの類似プロジェクトの調整、③国内外での対話においてプロジェクトの成

果や防災分野の科学技術の重要性を発信する。JICA は、ペルー国及び他国で実施する類似プ

ロジェクトとの連携を図る。 
 プロジェクト活動に必要な手続きに関する留意事項として、ボーリング調査では調査サイトの

許可の取付けに難航したことから、今後のプロジェクト許可申請が必要な場合には、プロジェ

クトの必要性についてペルー側行政関係者から理解を取付け、協力体制を強化する。 
 

6-2 団長所感 

評価調査に基づき残りの協力期間における対応について取りまとめた提言の内容及び調査期間中

の関係者との協議内容に関し、気づきの点は以下のとおり。 

（1） プロジェクトの進捗 
プロジェクト活動の中で目立った遅延はない。ボーリング調査が先方の許可手続きに時間を要

し遅れた経緯はあるが、この問題は既に解決し、またボーリング調査は補足的なものであり、そ

の遅れが研究活動の実施に支障を与えるものではない。 

今後、プロジェクトの後半でよりきめ細かな進捗管理を行い、プロジェクト目標の達成を確実

なものにするために、中間レビューの機会を捉えて Plan of Operation の議論を行い、これに基づ

いて今後進捗管理を行うことを提言した。当方が提示した案をベースに、より詳細な活動計画が

実施予定時期とともに示されることを期待したが、当面は当方案どおりのものとなった。しかし、

ペルー側関係者との協議において、PO をベースにしプロジェクトの全体像を見つつ個々の活動の

進捗管理を行う必要性について先方の一定の理解を得たものと考えられる。今後、研究者により
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定期的に進捗の確認が行われることが望まれ、必要があれば JCC 等の場で改定を確認することに

なる。 

（2） 研究成果の普及・実用 
本プロジェクトの目標は、「ペルー沿岸の海溝型巨大地震による地震・津波被害の予測・軽減に

資する技術と施策の開発・策定」である。被害予測や減災のための技術開発に留まらず、これを

実社会に適用することの検証が必要となっている。成果７で「調査対象地域における地震・津波

防災への取組みが促進される」として、土地利用施策の検討、地域減災計画の作成、及び地震・

津波防災の啓発・普及活動を実施することとしている。 

中間レビュー調査の準備段階ではこの部分に関する研究者の関心が低くその実施が危惧されて

いた。しかし、現地調査の結果、ペルー側研究機関 CISMID の社会実装に係る意識が高いことが

確認された。これは 2010 年に導入された新しい国家防災システム（SINAGERD）の中で、研究

が防災事業の一部として位置づけられ、SINAGERD のシステムの中で研究予算も配布されること

になったことが大きい。CISMID はこれまで自前で研究費を捻出していたが、新システムの導入

により設立後 25 年目で初めて国家予算から研究費を受けることができたという。これが、CISMID
にとって研究成果を防災事業の中に位置づける大きなインセンティブになっている。今後、日本

側研究者、JICA とも、CISMID のこのような主体性を後押しするようなサポートを行うことによ

り社会実装の推進が期待できる。 

6-3 教訓 

ペルー側関係機関の高いイニシアティブにより、ステークホルダーの役割が整理され、ぺ国防災政

策への研究成果の導入に向けた提案がなされたことは、社会実装を行う上で必要な体制整備が促進さ

れた。 

今回中間レビューの時期にステークホルダー実施体制の強化を目的としてステークホルダー会議

を実施し、ペルー側研究者が研究成果の社会実装に向けた方向性に関して発表するとともに、各関係

機関の役割を明確化するためのマトリックスを整理したことは、ステークホルダーの特定及び認識の

共有に役立った。他の案件の中間レビュー調査に加えて、詳細計画策定調査時の研究計画策定や体制

構築においても、活用できる。 
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